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通常通常の指揮命令系統の指揮命令系統

警察
民間防衛軍

救急（ダビデの赤い星）

医療機関
消防地方自治体

その他の機関

緊急事態宣言発令時における指揮命令系統緊急事態宣言発令時における指揮命令系統

警察救急（ダビデの赤い星）

医療機関
消防

要請に基づいて協力

民間防衛軍

・民間防衛軍は、各緊急対応機関、地方自治体の
要請に基づいて、救助隊などを被災地に派遣

・派遣された民間防衛軍は、対処に当たり指揮を
取る警察と調整

民間防衛軍が国民保護措置の指揮を執る
ことから、大幅な予備役の動員が容易

国民保護措置に関する指揮権のイメージ図

地方自治体
その他の機関

民間防衛軍に指揮権が移譲
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(Home Front Command)
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民間防衛軍とは（②任務）

○ 民間防衛の計画策定・更新
○ 救助（特に、ＮＢＣ災害対応）に

ついて常備部隊を置き準備
（海外の災害等への緊急支援）

○ 避難の実施等について国民へ
の教育・啓蒙

○ ガスマスクの備蓄・定期更新
○ シェルター建設に際しての審査

資機材部

民間防衛部

医療部

広報部

計画・調整部

救助部隊 救助学校 支援センター
常駐部隊

司令官司令官

作戦部

人事部

予算部

調達部

地区
・北部 northern district
・ダン Dan district （テルアビブ地区）
・ハイファ Haifa district
・エルサレム Jerusalem district
・中央 central district
・南部 southern district

平常の任務平常の任務

○ 国民保護措置について関係実
動機関を指揮・総合調整

○ 国民への情報提供
○ 警報の発令
○ 避難指示
○ 救助活動・ＮＢＣ災害時の除染

緊急事態時の任務緊急事態時の任務

組織図

中央本部（ラムラ）
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民間防衛軍とは（③規模）

Platoon
小隊

Platoon
小隊

大隊長

Platoon
小隊

・本部はテルアビヴ東南のラムラ
・主力は予備役
・常備数千人、予備役５万人程度
・予備役も含め、携帯電話・ポケットベル等により、３時間程度で招集可能

※予備役は、義務兵役終了後、男子は４１歳（特殊技能保持者は５１歳）まで、女子は結婚又は２４歳まで、毎年
１ヶ月程度の訓練に参加

Platoon
小隊

大隊長

救助大隊救助大隊 NBCNBC（生物化学放射能対応部隊）（生物化学放射能対応部隊）大隊大隊

Support
company
支援中隊

Rescue
company
救助中隊

Decontamination
Company
除染中隊

Support
Company
支援中隊

Detection
Company
検知中隊

Salvage
company

海難救助中隊
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３．３．湾岸戦争におけるイラクの湾岸戦争におけるイラクの弾道弾道ミサイル攻撃ミサイル攻撃

1990.08.02 イラク軍、クウェート侵攻
1991.01.17 多国籍軍による空爆開始、「砂漠の嵐」作戦の開始
1991.01.18 イスラエル政府は、緊急事態宣言を発令

1991.01.18～

イラクは、イスラエル・サウ
ジアラビアに対し弾道ミサイ
ルを発射（2/25頃まで6週間

に渡り攻撃を継続）

1991.2.24
多国籍軍地上部隊、ク

ウェート・イラク侵攻

1991.2.28
多国籍軍、イラクに対する

戦闘行動を停止

出典：米国国防総省資料等
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湾岸戦争時のイスラエルにおける弾道ミサイル被害

【被弾数】 6週間で約40発（1日1発未満）
※ うち、1/18と1/25に8発ずつ

※ サウジアラビア等他地域分を含めると80発程度発射

※ ほぼ全土に着弾したが、特に、人口260万人のテルアビブ都
市圏域に集中（24発、2日に1発程度）

【弾頭】 全て通常弾頭
※ 当初は、弾頭に化学兵器が搭載される懸念もあったが、結果

として、全て、通常弾頭であった（２５０㎏～５００㎏のペイロード
といわれる）。

【死傷者数】 死者2名、負傷者200名強
※ このほか、心臓発作による死者5名、ガスマスクの取扱ミスに

よる死者が７名、恐怖による精神障害を受けたものが約500名

いたとされる。

【建物被害】 6,000強の家屋、1,300のビルが被災
※ 通常兵器（TNT）であったこと、火気使用の自粛のため、火災

被害は少ない（ガス引火による爆発はあったとの報道。）。

↑ 米国国防総省HPより↓

セキュリタリアン平成10年11月号より→



地方公共団体における
総合的な危機管理体制について

～地方公共団体における総合的な危機管理体制についての調査の結果～

地方公共団体における地方公共団体における
総合的な危機管理体制について総合的な危機管理体制について

～地方公共団体における総合的な危機管理体制についての調査の結果～～地方公共団体における総合的な危機管理体制についての調査の結果～

平成１９年 ３月 ５日

総務省消防庁 国民保護室

資料２
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◆ 調査の趣旨

◆ 調査基準日等
調査基準日 ： ２００６年１０月 １日

◆ 調査対象団体
各都道府県
各指定都市、各道府県庁所在の市（指定都市を除く）
各特別区 全１１９団体

地方公共団体における総合的な危機管理体制についての調査について地方公共団体における総合的な危機管理体制についての調査について地方公共団体における総合的な危機管理体制についての調査について

○各地方公共団体は、自然災害や国民保護事案はもとより、感染症、各種の
事故、テロ等、様々な危機管理事案に対して的確に対応する必要。

消防庁において地方公共団体における総合的な危機管理体制の
整備について検討。

○そのため、実態調査により、地方公共団体における危機管理体制の現状や
危機管理体制の充実・強化に関する先行的な取組を把握。
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危機管理専門幹部※の配置状況危機管理専門幹部※の配置状況

○ 都道府県においては、９０％近い団体において危機管理専門幹部を配置。

○ 阪神淡路大震災等の大規模災害、米国同時多発テロやSARS患者来日事案等を踏
まえて、また東海・東南海・南海地震への備えとして、配置を行った団体が多数。

 
危機管理専門幹部配置の時期と割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

～H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

全団体 都道府県 市 特別区

※･･･「危機管理監」など、部（局）次長級以上の幹部で、首長を補佐する危機管理対応を主たる業務として担当する専任職員

米
国
同
時
多
発
テ
ロ

S
A
R
S

流
行

・国
民
保
護
法
施
行

・新
潟
中
越
地
震
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危機管理専門幹部の配置についての取組の具体例危機管理専門幹部の配置についての取組の具体例

◆ 埼 玉 県

・危機管理体制の強化を図るため、平成１７年４月１日より、危機管理と防災を所管する
「危機管理防災部」が設置され、「危機管理防災部長」を配置。

・行政組織規則で、危機管理防災部長は、危機が生じた場合又は発生するおそれがあ
る場合において、知事が指定する事務に限り、部長その他の職員を指揮監督する旨を
明確に規定、部局横断的な危機事案に対応できる体制に。

◆ 佐 賀 県

・県民、県庁に関わる様々な危機事案に関する情報を集約し、総合的な観点から状況を
判断し、一元的な危機管理体制に移行すべきと判断した場合は、知事に代わって体制
を整え、対応方針の決定や報道対応等を行うため、平成１６年４月の組織改編により、
部長級の「危機管理・報道監」を新設。

・所管する課が明確でない場合や全庁的な対応が必要な場合においても、危機管理・
報道監の判断により、迅速な初動体制の確保が可能に。



4

危機管理担当部署※の所掌する事案危機管理担当部署※の所掌する事案

○国民保護事案、自然災
害、大規模事故につい
ては、危機管理担当部
署が事案発生から収束
時に至るまで一義的に
所管することとしている
団体が大半。

○ガス・電気の断線や立
てこもり事案についても、
２０％前後の団体におい
て、危機管理担当部署
が一義的に対応。

○ほとんどの事案におい
て、初期対応は事業担
当部署が行うとしても、
その後必要に応じて危
機管理担当部署が対応
に関与する団体が過半
数。

 
危機管理担当部署の所掌する事案（全団体）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員の不祥事

金融危機

個人情報漏洩

立てこもり事案

水道事故

動物の感染症

ガス電気の断線

渇水、寒波

食中毒

水質汚染等

感染症等

大規模事故

震災等

武力攻撃

テロ等

初動対応から収束まで 事業担当部署と連携 原則として対象外 発生時に決めるもの

※･･･全庁的又は部局横断的な取組を行う必要があるような危機管理事案が発生した場
合に、一義的に全庁的な連絡調整を担当することとされている部署（概ね「課（室）」に
相当する組織）
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危機管理組織について
改善の余地があると
認識されている内容

危機管理組織について
改善の余地があると
認識されている内容

○「所管部署が不明の
場合の初動体制」や、
「危機管理部署と事業
部署の役割の明確化」
等、団体内部での役割
分担に問題意識を有
する団体が多数。

○「情報収集能力の向
上」、「職員参集の迅
速化」については、特
別区で特に意識。

 
改善の余地があると認識されている内容

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

意思決定の迅速化

意思決定プロセスの明確化

危機管理部署と財政、人事・組織担当課との調
整の円滑化

他機関との連携の円滑化

初動対応時の職員参集の迅速化

情報収集能力の向上

組織内部での情報共有の円滑化

所管部署不明確事案の初動対応の明確化

危機管理部署と事業部署との役割の明確化

特別区 市 都道府県 全団体
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課題が残ったと認識されている内容

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

首長、幹部への第一報の連絡

臨時的な対応組織の立ち上げ

対応方針、対処措置等の意思決定

現地への職員の派遣

事業担当部署との調整

職員の緊急参集

関係機関への情報伝達

現地等からの情報集約体制の構築

組織内での情報共有

現地からの情報収集

マスコミへの情報提供、問い合わせ対応

住民への情報提供、問い合わせ対応

特別区 市 都道府県 全団体

実際の危機管理
事案に際して
課題が残ったと

認識されている内容

実際の危機管理
事案に際して
課題が残ったと

認識されている内容

○多くの団体において、
「情報」の提供・収集・共
有等に課題ありと認識。

○市レベルでは「臨時的な
対応組織の立ち上げ」に、
県レベルでは、「首長・幹
部への第一報の連絡」に
ついて課題ありと感じて
いる団体が比較的多数。

○特別区において４割近く
の団体で「職員の緊急参
集」に課題を認識。

注）その他、「首長、幹部への第一報の連絡」より
該当団体数が少なかった項目（選択肢）として、
「宿日直者による適切な参集連絡」「市民、ＮＰＯ、
ＮＧＯとの連携」「対処措置に係る他の自治体と
の連携」「対処措置に係る国との連携」「都道府
県（市・区）議会対応」等があり。

・
・
・注）
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実際の危機管理事案への対応・課題の具体例①実際の危機管理事案への対応・課題の具体例①

◆ 宮城県 【宮城県北部連続地震（平成１５年７月）】

【概要】平成１５年７月２６日、宮城県北部を中心として、最大震度６強～６弱の大きな地震が一日に３

回観測され、県内に大きな被害。

【課題】市町村からの被害報告を「受ける」体制になっていたことから、被害が大きく通信が途絶した

市町村に甚大な被害が生じているとの認識に至るまで時間がかかった。

【対策】勤務時間外に発災した場合に、遠隔地に居住する職員の参集が困難になる事態や、被害が

大きい市町村との通信が途絶する事態に備えて、あらかじめ指定された職員を居住地域内の

県合同庁舎（災対本部の地方支部）や市町村役場等へ登庁又は派遣する体制を構築し、平成

16年４月から運用。

◆ 埼玉県 【イラクにおける埼玉県民人質拘束事件（平成１６年４月）】

【概要】イラクのバグダッド郊外で武装グループによる日本人拉致事件が発生、うち１名が埼玉県民。

「イラクにおける埼玉県民拘束事件対策会議」を設置し、情報収集、政府への要望及び家族の

支援などの取組を実施。

【課題】外務省からの情報収集に努めたが、新事実が判明してもこちらから問い合わせをすれば提供

されるという状況。常にマスコミからの情報が先行。

【対策】平成18年度に「国際危機事案対処マニュアル」を作成。
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実際の危機管理事案への対応・課題の具体例②実際の危機管理事案への対応・課題の具体例②

◆ 鹿児島県 【高速船トッピー４海難事故（平成１８年４月）】

【概要】鹿児島県西之表市から指宿港に向かっていた高速船トッピー４が、鹿児島湾入口付近で、何

か(その後流木と判明）と衝突し、乗員乗客112名全員が負傷。

【課題】事故発生当初から、事故の概要、負傷者の数など現場での情報が錯綜。海上災害における

初動時の情報共有や現場での関係機関の連携、マスコミへの対応などの面に課題。

【対策】現場でも応急対策に携わる関係機関の情報の共有・一元化を図り、各機関の緊密な連携の

もと円滑な応急活動や被災状況の広報、家族への的確な情報提供を図るため、事故現場に応

急対策関係機関による「現地連絡調整所」(仮称)の設置を柱とする「相互連携マニュアル」を策

定することに（平成18年12月に策定済み）。

◆ さいたま市 【ふじみ野市営ﾌﾟｰﾙ事故を受けた市営ﾌﾟｰﾙの安全確保対策

（平成１８年８月）】

【概要】ふじみ野市営プールで小学２年生の女児が吸水口に吸い込まれて死亡する事故が発生。ふ

じみ野市のプール管理受託業者が、さいたま市内の業者であったことから、市における当該業

者への管理委託の状況や、指定管理者に対する適正管理の問題など様々な問題に波及。

【課題】他市の事故でもあり、問題が様々な部署に波及することの予測ができず、当初から全庁的な

体制を取らず。新たな問題が発生するたびに関係所管部署との調整が必要に。

【対策】危機対策本部や危機警戒本部の設置まで至らない事案についても、全庁的な対応の必要な

事案については、危機管理責任者会議を開催し、危機事案情報を共有。
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最近起こった事件・事故等との関係最近起こった事件・事故等との関係

プール事案プール事案 2006年８月11日埼玉県ふじみ野市の市営プールにお

いて、女児が吸水口に吸い込まれて死亡した事故

・・・・・・・・・

エレベーター事案エレベーター事案 2006年６月３日東京都港区の共同住宅に設置されて

いるエレベーターの故障による死亡事故

・・・・

アスベスト事案アスベスト事案 2005年夏頃、マスコミ報道を端緒に表面化したアスベ

スト健康被害問題

・・・・・・

耐震強度偽造事案耐震強度偽造事案 2005年11月17日に国土交通省が千葉県の元一級建

築士が構造計算書を偽造していたと発表したことに始
まる一連の事件

・・・

小学校事案小学校事案 2001年６月８日、大阪府池田市の国立小学校におけ

る外部からの侵入者による児童殺傷事件

・・・・・・・・・
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それぞれの事件・事故についての関連情報の取りまとめを実施した団体の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校

耐震強度偽造

アスベスト

エレベーター

プール

特別区 市 都道府県 全団体

最近起こった事件・事故等との関係

～関連情報※の取りまとめを実施した団体の割合～

最近起こった事件・事故等との関係

～関連情報※の取りまとめを実施した団体の割合～

プール事案、エレベーター事案、アスベスト事案に対しては９割以上が自団体内の施設
についての関連情報を取りまとめ。

※･･･関係施設における安全性の状況等
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最近起こった事件・事故等との関係

～関連情報の取りまとめを行った部署～

最近起こった事件・事故等との関係

～関連情報の取りまとめを行った部署～

関連情報の取りまとめを行った部署（全団体）

2

8

12

24

91

95

105

98

88

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校

耐震強度偽造

アスベスト

エレベーター

プール

危機管理担当部署 他の部署

○プール事案、エレベーター事案、アスベスト事案に対しては危機管理担当部署がとりま
とめを行っている団体も散見。

○事件・事故等に係る一義的な担当部署が不明確な事案について、危機管理担当部署
が自ら事務処理に乗り出したケースがあるものと推測。
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人材育成・研修人材育成・研修

○ほとんどの団体で危
機管理担当部署の
職員に対する研修を
実施。内容は、「講演
会への参加」、「防災
システム等機器の操
作研修」、「各種訓練
や図上演習の事前
研修」など。

○その他、一部団体は、
「国や他団体など外
部機関への職員の
研修派遣」等も実施。

 危機管理担当部署職員に対する研修等の人材育成について

19

45

45

109

4

4

2

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別区

市

都道府県

全団体

実施 未実施

 
危機管理担当部署職員に対する研修等の人材育成の内容

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

実地研修

国や他の団体への職員の研修派遣

現場視察

各種訓練や図上演習の事前研修

防災システム端末等の操作研修

各種講演会への参加

特別区 市 都道府県 全団体
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人材育成・研修に係る取組の具体例人材育成・研修に係る取組の具体例

◆ 秋 田 県
・危機管理専門員の養成〔若手職員（30代後半～40代前半）を毎年１名以上、国内の危

機管理シンクタンクにおいて１年間の実務を研修させた上で、総合防災課に配属。更
に訓練等の実践対応を含む専門研修により経験を積んだ後、各部局・地域振興局等
において危機管理に関する専門的な業務を実施。現在は４人だが、将来的には20人
の配置が目標。〕

◆ 埼 玉 県
・平成17年から３年間で知事部局全職員（約8,000人）の修了を目指して、「危機管理能

力強化研修」を実施中。単なる講習会ではなく、約６時間のカリキュラムに演習や救急
救命法の実技を盛り込み。また、県各部局危機管理担当者と市町村危機管理担当課
長が合同で研修を受講し、問題意識を共有。

◆ 佐 賀 県
・メディアの特性を理解するとともに、模擬記者会見の訓練を実施することにより、危機
発生時における情報伝達の能力向上を図るために、本庁の課長級以上の職員を対象
にクライシスコミュニケーション研修（メディアトレーニング）を実施
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基本指針※の策定状況基本指針※の策定状況

○ 都道府県の約８割、市の約５割、特別区の約６割が基本指針を策定。
○ 平成１１年度までは策定団体はなかったが、ここ８年ほどの間で、急速に整備が進捗。

※･･･危機管理事案に的確に対応するために、特定の事案に限定せず、危機管理
事案全般に対して統一的な組織のあり方や、全庁的な対応方針等を示すもの

基本指針等策定済みの団体における基本指針の策定状況の時期と割合
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基本指針の作成に至った経緯・内容等の具体例基本指針の作成に至った経緯・内容等の具体例

◆ 三 重 県
・庁内に「危機管理体制検討会」を設置し、県の危機管理体制について抜本的な見直し
を行った結果、「知る」「備える」「行動する」を３つのキーワードとして全庁的な危機管
理を推進するため、「三重県危機管理計画」を策定し、平成１６年４月から実施。

・同計画において、災害対策基本法、石油コンビナート等災害防止法、国民保護法に基
づく計画の対象とする事案以外のあらゆる危機に対しての初動体制や、全庁的な連絡
調整機関、全庁的な対応体制等について明確化。

◆ 横 浜 市
・市民の生命、身体及び財産の安全を確保することを目的として、様々な危機への対策
を総合的かつ計画的に行うため、「横浜市危機管理指針」を策定し、平成16年４月から

実施。

・同指針において、危機を自然災害や都市災害などの「災害」、外部からの武力攻撃な

どの「武力攻撃事態等」、及びテロや感染症、環境汚染などの「事件等の緊急事態」の
三つに大別し、災害対策基本法に基づく「横浜市防災計画」、国民保護法に基づき今
後策定する予定の「横浜市国民保護計画」、及び指針に基づく「横浜市緊急事態等対
処計画」の三つの計画で、これらの危機に対処。





!

19
184



全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による一部の情報の送信開始

◆ 平成１９年２月９日から、平成１７年度に実施した実証実験に協力していただいた諸団体
の協力を得て、「全国瞬時警報システム（J-ALERT）」による一部の情報の送信を開始。

◆ 同日から、１４の都道県及び市町が情報の受信、同報無線の自動起動を開始。

１．送信の対象となる情報の範囲１．送信の対象となる情報の範囲

○ 当面、以下に掲げる気象庁からの情報

・ 津波警報（オオツナミ、ツナミの2種類）

・ 緊急火山情報

・ 津波注意報

・ 震度速報

・ 気象警報等

・ 東海地震予知情報等

・ 臨時火山情報等

※左記の情報のうち、どの情報を同報無線を自動起動して
住民に伝達するかは市町村が決定。ただし、津波警報、
緊急火山情報については、原則として、同報無線を自動
起動して住民に伝達

※左記の情報のほか、消防庁及び気象庁は、現在住民等へ
の本格的な提供に向けた準備が進められている「緊急地
震速報」について、住民等への情報伝達方法等について
課題を抽出するため、全国瞬時警報システム（J-ALERT）
を用いたモデル実験の実施を検討中

２．情報の受信等を開始する地方公共団体２．情報の受信等を開始する地方公共団体

(1) １０都道県：情報の受信を開始

北海道、埼玉県、千葉県、東京都、福井県、長野県、静岡県、兵庫県、鳥取県及び福岡県

(2) ４市町：情報の受信及び同報無線の自動起動を開始

岩手県釜石市、埼玉県日高市、千葉県南房総市及び兵庫県市川町

※この他の地方公共団体も情報の受信等の開始について準備・検討中
２



地方公共団体における国民保護への
取組状況について

平成１９年３月５日

総務省消防庁 国民保護室

資料４



新潟県等４県の国民保護計画の改正

○ 平成１９年１月２３日の閣議において、４県（新潟県、福井県、島根県、宮崎県）
の国民保護計画の変更について「政府としては異議がない」旨を決定。

○ 政府としては、各都道府県における国民保護に係る実施体制をさらに充実させて
いくために、各都道府県に対し、国民保護計画の適切な見直しを引き続き助言。

【新潟県】
・ 県対策本部長の補佐機能・部局間連絡調整機能の強化、応急対策実施部門の

再編成
【福井県】

・ 事業所単位での避難の実施等避難誘導体制の強化
・ 被災地における動物の保護等の実施

【島根県】
・ 我が国周辺地域や他の都道府県で武力攻撃・テロ事案が発生した場合における

警戒体制の強化
【宮崎県】

・ ２４時間当直体制の強化
・ 全国瞬時警報システムの導入等を通じた市町村の通信の確保

※ その他１４団体が軽微な見直しを実施（内閣総理大臣協議の対象外）

４県の国民保護計画の改正概要

１



市町村における国民保護に係る進捗状況
平成19年2月10日現在

○市町村国民保護協議会の設置に係る条例の制定状況

市町村 制定済み市町村 制定率

1835 1822 99.3%
※市町村数には、特別区を含む。

○市町村国民保護協議会の開催状況

制定済み市町村 開催済み市町村 開催率

1822 1554 85.3%

○市町村国民保護計画の作成状況

作成済み市町村 都道府県知事協議中の市町村 都道府県との事前相談 合計

390 284 966 1640
全体（1835団体）に占める割合 21.3% 15.5% 52.6% 89.4%

　　　　　　　　　　　　

平成18年度中 未定 作成を要しない市町村

1782 47 6
全体（1835団体）に占める割合 97.1% 2.6% 0.3%

※「平成18年度中」には、作成済み市町村（390団体）を含む。

※「作成を要しない市町村」とは、平成18年度中に編入合併を予定しており、編入先の市町村において計画を作成するため、個別に作成する必要
のない市町村をいう。（編入先市町村の計画は、全て平成18年度中に都道府県知事協議を完了する予定。）

総務省消防庁国民保護室 調査（平成１９年２月）

※「都道府県知事協議」とは、国民保護法第35条第5項に定める、市町村国民保護計画の作成に関わる都道府県知事の協議をいう。

※「都道府県との事前相談」とは、市町村国民保護計画の素案が作成された後、都道府県知事との正式な協議前に、都道府県と市町村の間で行
われる確認・調整等のための相談をいう。

○市町村国民保護計画の都道府県知事協議の完了予定時期

２



国民保護計画作成済み市町村

３

（平成19年2月10日現在）

市 区 町 村

北海道 180 38 15 0 22 1
札幌市、江別市、北広島市、石狩市、夕張市、赤平氏、三笠市、滝川市、歌志内市、深川市、旭川市、室蘭市、苫小牧市、登別
市、伊達市、八雲町、厚沢部町、奥尻町、蘭越町、倶知安町、仁木町、余市町、新十津川町、幌加内町、美瑛町、上富良野町、
南富良野町、小平町、豊富町、遠軽町、上湧別町、滝上町、興部町、白老町、士幌町、中標津町、羅臼町、留寿都村

青森県 40 2 0 0 2 0 東北町、平内町

岩手県 35 10 5 0 3 2 北上市、遠野市、一関市、二戸市、八幡平市、岩手町、大槌町、軽米町、滝沢村、九戸村

宮城県 36 0 0 0 0 0 なし

秋田県 25 3 2 0 1 0 秋田市、能代市、羽後町

山形県 35 27 12 0 12 3
山形市、上山市、天童市、寒河江市、東根市、尾花沢市、新庄市、米沢市、南陽市、長井市、鶴岡市、酒田市、河北町、西川町、
大江町、大石田町、金山町、最上町、川西町、小国町、白鷹町、飯豊町、庄内町、遊佐町、大蔵村、鮭川村、戸沢村

福島県 60 1 1 0 0 0 郡山市

茨城県 44 16 10 0 4 2
日立市、土浦市、古河市、常陸太田市、牛久市、つくば市、ひたちなか市、筑西市、かすみがうら市、桜川市、茨城町、大洗町、
大子町、阿見町、東海村、美浦村

栃木県 33 17 7 0 10 0
宇都宮市、足利市、鹿沼市、日光市、大田原市、矢板市、那須塩原市、上三川町、西方町、茂木町、壬生町、野木町、藤岡町、
岩舟町、都賀町、那須町、那賀町

群馬県 38 1 1 0 0 0 前橋市

埼玉県 71 40 25 0 15 0
さいたま市、行田市、秩父市、所沢市、飯能市、東松山市、羽生市、鴻巣市、上尾市、草加市、越谷市、入間市、鳩ヶ谷市、新座
市、桶川市、久喜市、八潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日高市、吉川市、伊奈町、三芳町、毛呂
山町、越生町、嵐山町、吉見町、鳩山町、横瀬町、皆野町、小鹿野町、騎西町、大利根町、白岡町、杉戸町、松伏町

千葉県 56 16 13 0 3 0
千葉市、市川市、船橋市、館山市、旭市、勝浦市、市原市、流山市、鴨川市、富津市、袖ヶ浦市、香取市、いすみ市、長南町、御
宿町、鋸南町

東京都 62 5 1 4 0 0 府中市、墨田区、中野区、足立区、荒川区

神奈川県 35 9 6 0 3 0 横浜市、平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、大和市、綾瀬市、箱根町、湯河原町、愛川町

新潟県 35 7 4 0 1 2 新潟市、見附市、五泉市、胎内市、田上町、神林村、粟島浦村

富山県 15 0 0 0 0 0 なし

市町村名

作成済み市町村

内訳
合計

市町
村数



４

市 区 町 村

石川県 19 5 4 0 1 0 小松市、輪島市、加賀市、白山市、宝達志水町

福井県 17 0 0 0 0 0 なし

山梨県 28 6 3 0 1 2 甲州市、富士吉田市、大月市、鰍沢町、山中湖村、小菅村

長野県 81 2 2 0 0 0 駒ヶ根市、佐久市

岐阜県 42 4 3 0 1 0 岐阜市、瑞穂市、飛騨市、神戸町

静岡県 42 6 4 0 2 0 沼津市、三島市、富士市、富士宮市、芝川町、吉田町

愛知県 63 7 5 0 2 0 豊川市、東海市、知多市、岩倉市、田原市、武豊町、吉良町

三重県 29 4 2 0 2 0 松阪市、伊賀市、川越町、明和町

滋賀県 26 1 1 0 0 0 草津市

京都府 28 8 6 0 2 0 京都市、綾部市、宇治市、向日市、長岡京市、京田辺市、大山崎町、久御山町

大阪府 43 31 24 0 6 1
堺市、岸和田市、豊中市、池田市、吹田市、泉大津市、枚方市、茨木市、八尾市、泉佐野市、富田林市、寝屋川市、河
内長野市、大東市、和泉市、箕面市、羽曳野市、門真市、摂津市、高石市、藤井寺市、東大阪市、交野市、阪南市、豊
能町、能勢町、忠岡町、熊取町、太子町、河南町、千早赤阪村

兵庫県 41 0 0 0 0 0 なし

奈良県 39 21 10 0 5 6
奈良市、大和高田市、橿原市、桜井市、五條市、御所市、生駒市、香芝市、葛城市、宇陀市、平群町、斑鳩町、川西町、
三宅町、大淀町、曽爾村、黒滝村、野迫川村、下北山村、上北山村、東吉野村

和歌山県 30 9 5 0 4 0 和歌山市、橋本市、有田市、御坊市、新宮市、白浜町、那智勝浦町、古座川町、串本町

鳥取県 19 10 2 0 8 0 境港市、米子市、三朝町、日野町、智頭町、日南町、北栄町、琴浦町、湯梨浜町、八頭町

島根県 21 4 2 0 2 0 出雲市、益田市、美郷町、隠岐の島町

岡山県 27 3 2 0 1 0 岡山市、倉敷市、矢掛町

広島県 23 5 4 0 1 0 呉市、三原市、尾道市、江田島市、海田町

山口県 22 14 10 0 4 0
下関市、宇部市、山口市、防府市、下松市、光市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、周防大島町、和木町、上関町、平
生町

市町村名

作成済み市町村

内訳
合計

市町
村数



５

市 区 町 村

徳島県 24 2 2 0 0 0 吉野川市、美馬市

香川県 17 1 0 0 1 0 多度津町

愛媛県 20 3 2 0 1 0 松山市、西条市、愛南町

高知県 35 2 2 0 0 0 室戸市、四万十市

福岡県 66 25 13 0 12 0
福岡市、北九州市、久留米市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、うきは市、宮若市、
篠栗町、新宮町、粕屋町、芦屋町、岡垣町、遠賀町、小竹町、桂川町、二丈町、志摩町、大刀洗町、苅田町

佐賀県 23 1 0 0 1 0 東与野町

長崎県 23 4 2 0 2 0 佐世保市、平戸市、川棚町、小値賀町

熊本県 48 7 3 0 4 0 八代市、人吉市、荒尾市、大津町、嘉島町、芦北町、湯前町

大分県 18 8 6 0 2 0 別府市、中津市、豊後高田市、佐伯市、杵築市、臼杵市、日出町、九重町

宮崎県 31 0 0 0 0 0 なし

鹿児島県 49 5 1 0 3 1 阿久根市、錦江町、中種子町、喜界町、十島村

沖縄県 41 0 0 0 0 0 なし

計 1835 390 222 4 144 20

※下線は、政令指定都市

市町村名

作成済み市町村

内訳
合計

市町
村数




